差別対価の申告に係る補足説明資料
「差別対価」の申告に伴う「疎明」資料添付について
　
公正取引委員会は、「差別対価」の申告に際し、「仕入価格を示す資料添付」（ガイドラインでは疎明資料と言われています）の添付を要請しています。
公正取引委員会では、今後差別対価に関する申告を、随時、個別に、迅速・正確に調査を実施していくためとしています。
その内容は(※公正取引委員会から平成22年11月1日発信文書の原文)

　 ①メーカー（又は販売会社）からの請求書の写し（ただし、貴殿の報告における対象商品〔広告の売出し期間〕と同時期のものに限ります。また、当該請求書等に記載されているリベート等の値引き額が複数の商品にまたがる合計で表示されているような場合には、その明細を添付するなど貴殿の報告の対象となった商品〔型番〕単体での仕入価格が分かるようにしてください。）
　 

②メーカー（又は販売会社）の販売担当者からの聞き取りメモ（ただし、メモには聞き取りを行った日時、聞き取りを行った方〔貴殿又は他の従業員〕の氏名、先方担当者の役職・氏名、対象商品〔型番〕、先方掲示価格〔建値と値引き額の内訳も記載〕及び税込み・税抜きの別を必ず記載してください。また、値引き交渉過程におけるやり取りについてもできる限り詳しく記載してください。）
　  

③その他これらに準ずると考えられる資料の写し（ただし、一般的な建値を示す一覧表のように、その時々のリベート値引きが含まれない資料はこれに該当しません。）
　    

とされています。
　  ついては、②のメーカー（又は販売会社）の販売担当者から聞き取り（商談）メモの添付方法にそって、「別紙」の通り書式の一例を作成しましたので、ご活用をお願い致します。
